様式第３号
市町村復興計画等確認書
「福島県創業促進・企業誘致に向けた設備投資等支援補助金」
事業計画に関する事前確認申出に係る回答書

令和　　年　　月　　日
福島県知事　　

(１２市町村長)　　　

様式第３号（別紙）に関して、以下のとおり確認しました。

１．申請者情報

	申請事業者名
	

	事業実施地
	事業実施地は以下に該当します。
□帰還困難区域　　　□特定帰還居住区域
□特定復興再生拠点区域
□大熊町又は双葉町　□その他の区域


２．復興計画、長期計画及びこれらに類する計画との関係

□別紙の事業は、原子力被災事業者等の復興の動向等を踏まえ、当自治体が定めた以下の計画に沿った事業であることを確認しました。

　　計画名：

□当自治体が定めた復興計画等に沿った事業ではありません。

３．事業計画に関する意見
　□ 申請事業者の事業計画を特に推奨するものである。
　□ 申請事業者の事業計画には懸念を要する。
　□ どちらでもない。

４．その他（「３．事業計画に関する意見」について、追記事項がありましたらご記載ください。）

	


様式第３号（別紙）

　
　令和　　年　　月　　日
(１２市町村長) 
 様　
（申出者）所 在 地
名　　称
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（役職・氏名）
電話番号
「福島県創業促進・企業誘致に向けた設備投資等支援補助金」
事業計画に関する事前確認申出書

福島県創業促進・企業誘致に向けた設備投資等支援補助金について、福島県創業促進・企業誘致に向けた設備投資等支援補助金交付要綱第７条第３項により、下記の補助要件等について事前確認願います。なお、この申出に係る事前確認は補助金の交付決定を約束するものでないことを承知しております。
記
１．補助要件
	項　目
	内容等

	今回の事業計画について、復興計画、長期計画及びこれらに類する計画に沿った事業であることを確認できる市町村の計画の該当箇所
	（市町村復興計画等の名称）

	
	頁　行目から　　頁　　行目まで

	
	（該当記述の抜粋）

	当該申出に係る施設等の事業実施地
	（事業実施地を記入）


	
	事業実施地は以下に該当します。
□帰還困難区域　　　□特定帰還居住区域
□特定復興再生拠点区域

□大熊町又は双葉町　□その他の区域


２．今回の事業計画及び市町村復興計画等との関連性
	(例)
　本事業計画は、▲▲町が定める▲▲町復興計画における・・・・のゾーニング内に〇〇の店舗開設を行うものであり、町の商業機能の再生に資するもの。



（添付書類：福島県創業促進・企業誘致に向けた設備投資等支援補助金交付申請書、事業計画書、その他添付書類）
